
　下記のとおり一般競争入札を実施しますので、精華町契約規則第３条の２に基づき公告する。

　なお、本案件は京都府電子入札システムによる電子入札対象案件である。

　令和

精華町長　杉　浦　正　省

１．概要

（消費税等込み）

(1)一般競争入札参加申請書

(2)一般競争入札参加資格確認資料 ※１

一般競争入札の実施について

8 年 7 月 30 日

案 件 名 令和８年度　町道等緊急対応維持修繕（その２）工事

履 行 場 所 京都府相楽郡精華町地内

履 行 期 間 契約締結日の翌日から令和９年３月３１日

予 定 価 格 ￥９，９３９，６００．－

最低制限価格設定 有

入 札 保 証 金 免除 契 約 保 証 金 必要

前 払 金 有 中 間 前 払 金 有

部 分 払 無 部 分 払 回 数 ０回

発 注 担 当 課 総務部　入札契約室

入　　札　　参　　加　　資　　格　　要　　件

(1) 許 可 の 種 類 土木工事業に係る特定建設業又は一般建設業

(2) 業 種 土木一式工事

(3) 所 在 地 精華町内に本社・本店を置く者

(4) 等 級 等 精華町の等級がＣ級の者

(5) 配 置 予 定 技 術 者 土木一式工事に係る主任技術者

そ の 他 ３．特記事項及び一般競争入札公告共通事項のとおり

入 札 参 加 資 格 確 認
に か か る 提 出 書 類

内 容

　舗装打換工　　　　　　　　　　　60㎡
　擁壁工　　　　　　　　　　　　　　  7m
　排水工　　　　　　　　　　　　　  15m
　付属施設工　　　　　　　　　　  60m
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※１ 一般競争入札参加資格確認資料として以下の書類を提出すること（各１部）

①配置予定技術者調書

　配置を予定している技術者の在籍を証する雇用保険被保険者証等の写し、

資格を証する証書等の写し（主任技術者に該当する実務経験者は工事経歴書）を添付のこと。

②建設業法第３条の建設業許可申請における専任技術者証明書（様式第８号）の写し

③建設業許可通知（証明）書の写し

④経営事項審査結果通知書の写し　（手続中の場合は、それを証する書類が必要）

⑤精華町競争入札参加資格審査申請受付票の写し（町外のみ）

２．本契約締結の要件

３．特記事項

４．その他周知事項

　落札者（共同企業体にあっては構成員のどちらか一方でも）が、入札執行日から本契約締結日まで
の期間において、精華町または京都府の指名停止措置を受けた場合、または落札者の不正行為等が
発覚した場合については、本落札決定を取り消すものとし、また仮契約締結済みの場合であってもそ
の契約は解除する。

　本案件は、「緊急工事」として手持ち工事にカウントする。

　１．高落札率入札調査の実施について
　　本町では、建設工事の入札において、落札率が９５パーセント以上（ただし、町が算出する最低制
　限価格の上限値である９２パーセントを採用したときは、落札率が９７パーセント以上）となった場合
　は当該入札の落札決定を保留し、積算関係者等に来庁いただき、入札価格の決定等に係る説明を
　求めることとしております。
　　また、測量・建設コンサルタント等業務についても、建設工事に準じて説明を求めることとしておりま
　す。
　　詳細は、町ホームページに記載している「精華町入札調査監視委員会の設置等に関する要綱」を
　ご確認ください。

　２．配置予定技術者調書における在籍証明について
　　令和７年１２月２日より、「配置予定技術者調書」における技術者の在籍証明として健康保険被保
　険者証が使用できなくなったため、これに代わるものとして、雇用保険被保険者証や住民税特別徴
　収税額の通知書・変更通知書等の添付が必要となっております。
    詳細は、町ホームページに記載している「一般競争入札参加資格確認資料に係る配置予定技術
　者の確認資料の整理について」をご確認ください。

　３．一般競争入札公告共通事項の９「手持ち工事にかかる条件等」について
　　緊急工事は手持ち工事制限にカウントしますので、下記の案件を落札している者は、入札参加申
　請を行うことはできない。
　　・令和８年度　町道等緊急対応維持修繕（その１）工事（次年度先行契約型）
　　・令和８年度　河川等緊急対応維持修繕工事
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５．入札手続等

日（ ） 時から

日（ ） 時まで

日（ ） 時から

日（ ） 時まで

日（ ） 時から

日（ ） 時まで

）

）

令和 8 年 7 月 30 木 午前 9

令和 8 年 8 月 7 金 午後 4

令和 8 年 7 月 30 木 午前 9

令和 8 年 8 月 25 火 午後 2

令和 8 年 8 月 6 木 午前 9

令和 8 年 8 月 7 金 午後 4

令和 8 年 8 月 24 日（ 月

午前 9 時から 午後 6 時まで

令和 8 年 8 月 25 日（ 火

午前 9 時から 午後 2 時まで

手　続　等 期　間 ・ 期　日 ・ 期　限　等 手 続 の 方 法 等

入札参加申請書等
の交付

共通事項２のとおり

設計図書等の閲覧 共通事項２のとおり

入札参加申請書等
の受付

共通事項３のとおり

入札参加資格確認
結果の通知

　令和 8 年 8 月 17 日（ 月 ）
電子入札システム

による

質問の受付 　令和 8 年 8 月 18 日（ 火 ）正午まで 共通事項４のとおり

回答の閲覧 　令和 8 年 8 月 20 日（ 木 ） 共通事項４のとおり

入　　　　　札 共通事項５のとおり

開　　　　　札 令和 8 年 8 月 26 日（ 水 ） 午前 9 時 00 分
電子入札システム

による
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一般競争入札公告共通事項

１　入札に参加する者に必要な資格等

２　入札参加申請書、設計図書等の入手方法等

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者でない

　　こと。

（２）一般競争入札参加申請書（以下「入札参加申請書」という。）等の提出期限日から開札日

　　までの期間において、精華町の工事等契約に係る指名停止等の措置要綱（平成１７年精華町

　　要綱第９号）に基づく指名停止措置または京都府の工事等契約に係る指名停止等の措置要領

　　に基づく指名停止措置（以下、「指名停止措置」という。）がなされていないこと。

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをした者にあっ

　　ては更生計画の認可がなされている者または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に

　　基づく再生手続開始の申立てをした者にあっては再生計画の認可がなされている者である

　　こと。

（４）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占

　　禁止法」という。）等に抵触する行為を行っていない者であること。

（５）入札に参加する者に必要な資格における許可の種類及び営業所とは、建設業法（昭和２４

　　年法律第１００号）第３条の規定による建設業の許可の種類及び営業所をいう。

（６）建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査について、入札参加申請書の提出

　　時点において有効な結果通知を受けている者であること。

（７）入札に参加する者に必要な資格における配置予定技術者については、当該法人または個人

　　と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者とし、その雇用期間は入札参加申請書等の受付

　　期間の終期から起算して３か月以上の期間を要する。

（８）配置予定技術者は、予定価格が４，５００万円（建築一式工事にあっては９，０００万

　　円）未満の建設工事に限り、自社の営業所専任技術者であっても可とする。

（９）入札参加申請書の提出時に配置予定技術者が特定できない場合には複数の候補者を提示す

　　ることができるが、その場合は全ての候補者が要件を満たしていること。

（10）精華町暴力団排除条例（平成２３年精華町条例第３０号）第２条第４号に規定する暴力団

　　員等でないこと。

（１）入札参加申請書等の入手方法

　　ア　原則として、京都府入札情報公開システム（以下「入札情報公開システム」という。）

　　　の入札公告・入札情報からダウンロードすること。

　　イ　やむを得ず窓口配布を希望する場合は、該当の公告に示す交付期間の午前９時から午後

　　　５時まで（閉庁日及び正午から午後１時までを除き、交付最終日は午後４時まで。）に、

　　　総務部入札契約室へ問い合わせのうえ入手すること。

（２）設計図書等の入手・閲覧方法

　　ア　原則として、入札情報公開システムの入札公告・入札情報からダウンロードすること。

　　イ　やむを得ず窓口配布を希望する場合は、当該入札参加要件を満たす者に限って後日有償

　　　で配布するので、総務部入札契約室に事前に問合せのうえ入手すること。

　　ウ　閲覧設計図書については、入札情報公開システム及び総務部入札契約室にて公告の日か

　　　ら閲覧に供する。（窓口での閲覧のみ閉庁日及び正午から午後１時を除く。）なお、設計

　　　図面については、図面中に記載の縮尺とは差異が生じる可能性がある。
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３　入札参加申請

４　入札参加申請書、資格確認資料及び設計図書等に関する質問等

５　入札手続等

（１）入札参加申請書及び資格確認資料に関する質問は、電話等による問い合わせを随時受け付
　　ける。（閉庁日及び正午から午後１時を除く。）
（２）設計図書等に関する質問については、指定の様式に記入し、当該公告に示す期限までに総
　　務部入札契約室まで電子メールで提出すること。（電話等口頭によるもの、郵送等によるも　
　　のは受け付けない。）
（３）設計図書等に関する質問の回答については、当該公告に示す日までに入札情報公開システ
　　ムにおいて掲載する。

　入札に参加を希望する者は、当該公告に示す書類（以下、「資格確認資料」という。）を提出

し、入札参加資格の確認を受けなければならない。

　なお、原則として京都府電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）によって入

札参加の資格確認及び入札を行うこととするが、電子入札システムによりがたい場合は、発注者

の承諾を得て例外的に、紙入札方式によることができる。

（１）提出方法

　　ア　電子入札システムにより入札に参加する者（以下「電子入札業者」という。）は、資格

　　　確認資料を電子入札システムにより提出すること。

　　　　なお、資格確認資料の容量が総量で２メガバイトを超える場合若しくは資格確認資料を

　　　電子化できない場合は、その全部について持参または郵送（申請書の受付期間内に必着さ

　　　せるとともに、郵便書留等の配達記録が残る方法を利用するものに限る。）するととも

　　　に、郵送の場合は申請書と別に資格確認資料の目録や書類のページ数及び発送年月日を記

　　　載した書類を添付すること。

　　イ　やむを得ず、発注者の承諾を得て紙入札方式により入札に参加する者（以下「紙入札業

　　　者」という。）は、当該公告５．入札手続等に示す入札参加申請書等の受付期間内（午前

　　　１１時３０分から午後１時までを除く。）に資格確認資料及び紙入札方式参加承諾願を持

　　　参すること。

（２）その他

　　ア　入札参加申請書及び資格確認資料の作成等に要する費用は申請者の負担とする。

　　イ　提出書類はＡ４版で作成すること。

　　ウ　提出された書類は返却しないものとする。

　　エ　提出された書類は本町において無断転用することはない。

　　オ　申請書等の書類に虚偽の記載をした者は、当該入札への参加を認めないとともに、本町

　　　の指名停止措置を行うことがある。

（１）入札書等の提出方法

　　ア　電子入札業者は、入札期間内に電子入札システムにより入札書及び、当該公告案件にか

　　　かる積算内訳書（以下「内訳書」という。）を提出すること。なお、内訳書の容量が総量

　　　で２メガバイトを超える場合は、総務部入札契約室に持参または郵送（入札期限までに必

　　　着させるとともに、郵便書留等の配達記録が残る方法を利用するものに限る。）するとと
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　　　もに、入札書に内訳書を別送する旨の表示、別送する書類の目録、別送する書類のページ

　　　数及び発送年月日を記載した書類を添付すること。

　　イ　紙入札業者は、入札期間内（正午から午後１時まで及び午後５時から午後６時までを除

　　　く。）に総務部入札契約室へ入札書及び内訳書を提出（必着）すること。
　　ウ　提出された入札書の書き換え、引き換え及び撤回はできない。

（２）入札書に記載する金額

　　ア　入札参加者は、入札書の必要事項すべてを記入しなければならない。また、消費税及び

　　　地方消費税にかかる課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

　　　望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。なお、落札決定に当

　　　たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した

　　　金額（１円未満の端数は切り捨てるものとする。）をもって落札価格とする。

　　イ　入札書に記入する金額は千円止めとし、その表示方法は「××，０００円」とする。な

　　　お、千円未満まで記入した入札書は有効とするが、千円未満は切り捨てるものとする。

　　ウ　入札書に記載する金額は、内訳書の合計金額（消費税相当額を除く合計金額）に一致さ

　　　せること。

（３）内訳書の記載

　　ア　内訳書の様式は自由とするが、記載内容は設計図書に参考資料として添付する金抜設計

　　　書の項目に一致（仕訳表は不要）させ、合計金額（消費税等込み）は、予定価格以下で作

　　　成すること。

　　イ　内訳書には、電子、紙の提出方法の別によらず、案件名、社名、代表者名を記載し、紙

　　　媒体で提出の場合は代表者印を押印のこと。

　　ウ　内訳書は、参考図書として提出を求めるものであり、入札及び契約上の権利義務を生じ

　　　るものではない。

（４）入札の無効

　　 次のいずれかに該当する入札は無効とする。

　　ア　入札に参加する資格のない者の行った入札

　　イ　入札参加申請書等に虚偽の記載した者や提出しなかった者の行った入札

　　ウ　他人のＩＣカードを不正に取得し、名義人になりすまして入札に参加した者の行った入

　　　札

　　エ　代表者が変更になっているにもかかわらず、変更前の代表者のＩＣカードを使用して入

　　　札に参加した者の行った入札

　　オ　その他不正の目的を持ってＩＣカードを使用した者の行った入札

　　カ　金額、氏名、その他重要な部分の誤脱もしくは不明な入札書または金額を訂正した入札

　　　書で入札した者の行った入札

　　キ　開札の日時において有効な内訳書を提出しなかった入札及び内訳書の記載がない入札

　　ク　同じ入札に２以上の入札（他人の代理人としての入札及び他人のＩＣカードを使用して

　　　の入札を含む。）をした者の行った入札

　　ケ　入札に関し不正の利益を得るための連合その他の不正行為をした者またはその疑いのあ

　　　る者の行った入札

　　コ　予定価格が事前公表された入札においては、予定価格を超える価格での入札

6



６　入札保証金

　免除する。

７　契約保証金

８　違約金

９　手持ち工事にかかる条件等

　落札者は、予定価格が５００万円以上の工事については、契約金額の１００分の１０以上の額

の契約保証金を契約締結と同時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約

権者が確実と認める金融機関または保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭

和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。）の保証をもって契約

保証金の納付に代えることができ、公共工事履行保証証券による保証を付し、または履行保証保

険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。

　落札者が契約を締結しないときは、落札金額の１００分の５相当額の違約金を徴収する。

　精華町暴力団排除条例（平成２３年精華町条例第３０号）第１０条第５項の規定による「誓約

書」を契約締結と同時に提出しないため契約しない場合も同様とする。

　　サ　他人の名前または他の商号が記載された内訳書を提示、または提出した者の行った入札

　　シ　入札関係職員の指示に従わない等入札の秩序を乱した者の行った入札

　　ス　その他、入札に関する条件に違反した者の行った入札

（５）入札の辞退

　　 入札に参加できない事情がある場合には、入札書の提出期限まで（ただし、入札書を提出
　 する場合は、紙入札の場合は入札書を持参するまで、電子入札の場合は入札書を提出するま

　 で）は、入札を辞退することができる。

（６）契約の手続きにおいて使用する言語および通貨

　　 日本語及び日本国通貨

（７）持参による入札

　　ア　入札書は、二重封筒とし、表封筒に開札日、案件名及び入札書が在中している旨を記載

　　　し、発注者あての親展とする。

　　イ　表封筒の中には「入札書」と記載した中封筒、「内訳書」と記載した中封筒を入れる。

　　ウ　「入札書」と記載した中封筒には入札書を入れ、封印等の処理をする。

　　エ　「内訳書」と記載した中封筒には内訳書を入れ、入札書と同様に封印等の処理をする。

　　オ　提出された入札書の書き換え、引き換えおよび撤回はできない。

　本町発注の建設工事、緊急工事及び除草業務委託については、手持ち工事（同時に請け負うこ

とができる同種工事）を１つまでとしているため、本入札参加申請書の受付期限日において手持

ちの工事がある者（共同企業体にあってはその代表者（親））については、本入札に参加するこ

とはできない。（共同企業体の場合、構成員（子）となることは可とする。）

　よって、当該入札執行時点までに別の入札により工事を落札または契約し、手持ちの同種工事

を有した場合は、一般競争入札参加資格確認通知（入札通知）を受けている場合であっても当該

入札に参加することはできない。ただし、災害復旧工事（予定価格が３，０００万円未満のもの

に限る。）については、手持ち工事の１つに数えない。
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（問い合わせ先）

（０７７４）９５－１９３５

（０７７４）９３－２２３３

  nyusatsu@town.seika.lg.jp

10　契約書の作成

　落札者の決定後、本町において作成する。

11　支払条件

12　その他

精華町役場 総務部 入札契約室

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

（１）前払金

　　前払金の対象は予定価格が１３０万円以上の工事とする。前払金は請求があった場合、契約

　金額の４割以内の金額を前払いする。ただし、１万円未満の額については支払わないものとす

　る。

（２）中間前払金

　　中間前払金は請求があった場合、精華町公共工事の前金払に関する取扱い要綱（昭和６０年

　精華町要綱第５号）に従い、契約金額の２割以内の金額を中間前払いする。ただし、１万円未

　満の額については支払わないものとする。

（３）中間前金払と部分払の選択

　　精華町公共工事の前金払に関する取扱い要綱の定めるところによる。

（１）入札参加者は、本公告文、設計図書及び仕様書を熟読し、精華町工事等競争入札心得を遵

　　守すること。

（２）電子入札業者にあっては、精華町公共工事等電子入札運用基準を遵守すること。

（３）入札参加申請書等の提出は、直ちに入札参加資格を有するものではない。

（４）提出された資料については、個人の住所、本籍地以外は公表の対象とします。（ただし、

　　雇用関係を示す書類については、氏名以外の個人情報は開示しません。）

（５）現場代理人については、当該法人または個人と直接的かつ恒常的な雇用関係のある者から

　　選任し、また、工事現場に常駐しなければならないことから他の工事との兼務はできない。

（６）予定価格に対して、著しく低い金額で応札が行われた場合は、独占禁止法第２条第９項の

　　規定に基づく不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）第６項に規定さ

　　れている不当廉売の疑いがあるものとして、公正取引委員会に報告することがある。

（７）予定価格が５,０００万円以上の工事請負契約は、精華町議会の議決を必要とするため、

　　精華町契約規則（平成１５年精華町規則第２８号）第１２条に基づき仮契約を締結する。し

　　たがって当該契約は精華町議会の議決を得た後に成立する。ただし、地方公営企業法の全部

　　が適用される公営企業（水道事業及び公共下水道事業）の工事請負契約は、精華町議会の議

　　決を必要としない。

（８）落札者は、入札参加申請時に記載した配置予定技術者を当該案件に配置しなければならな

　　い。ただし、疾病、死亡または退職等の特別な理由がある場合は、この限りでない。

（９）京都府入札情報公開システムのＵＲＬ

　　　　　　　　https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/PPI_P/

（10）京都府電子入札システムのＵＲＬ

　　　　　　　　https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/Accepter/
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